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はじめに
イギリスは，現在の欧州連合（the European
Union: EU）1 ）の前身である欧州経済共同体（the 
European Economic Community: EEC）に1973
年 1 月 1 日加盟した。それから約40年を経て
EECは大きく変貌し，いまや28カ国で構成さ
れ，単一通貨を擁するまでに至っている。しか
し他方で，イギリスの対EU関係も国内の欧州
懐疑派の台頭に伴って変容しようとしている。
そのきっかけとなったのが，ディヴィッド・
キャメロン（David Cameron）イギリス首相が
2013年 1 月23日に行った演説であった。その
中でキャメロン首相は，2015年総選挙で保守党
が勝利するならば，2017年末までにイギリスの
EU脱退の是非を問う国民投票を行うことを約
束したのである。実際に保守党が2015年総選挙
で下院の単独過半数を占めた結果，国民投票が
実施されることとなった。
キャメロン首相の真意はイギリスのEU脱退
にあるわけではない。むしろ，国民投票を梃子
にEUをイギリスにとって望ましい形に「改革」
し，同時に国内の欧州懐疑派を封じ込めようと
考えている。キャメロン首相は，上述の2013年
演説において次のように述べている。
　「…今後数年内のある時期にEUは，ユーロの
長期的な将来のために必要とされる変化をもた
らすため，また，私たちが求める多様で，競争
力があり，民主的説明責任を負う欧州を確立す
るため，条約改正に合意する必要がある。
　これを成し遂げる最善の方法は新たな条約で
行うことであると私は信じる。それゆえ，すで
にそうするよう求めている人々に賛同する。
　私が強く望むのは，そのような改正を単にイ
ギリスのためではなく，欧州全体のために行う
ことである。
　しかし，私たちすべてに新たな条約を求める
欲求がないのであれば，もちろんイギリスが欧
州のパートナーたちとの交渉で私たちが必要と
する改正に取り組むようにすべきである 2 ）。」
キャメロン首相は，他のEU加盟国に対し，
イギリスが望むEUの改革を要求し，それが達
成されるならば，その成果をイギリス国民に示
すことにより国民投票でイギリスのEU残留を
確保することを追求しているものと思われる。
　本稿の目的は，キャメロン首相が2015年11
月 10 日，ドナルド・トゥスク（Donald Tusk）
欧州理事会常任議長に送付した書簡「改革さ
れた欧州連合における連合王国のための新た
な 解 決 」（A New Settlement for the United 
Kingdom in a Reformed European Union）3 ）に
おいて示された改革要求項目を紹介した後，各
項目についてEU法制度の視点から検討するこ
とである。
1．イギリスの改革要求項目
（ １ ）「柔軟性」と 4 項目
キャメロン書簡の中に，次のような一節があ
る。
　「私たちの関心は実際には一語に尽きる。そ
れは，柔軟性である 4 ）。」
　この｢柔軟性｣をキーワードに，4 項目の対
EU改革要求が示されている。それは，「経済ガ
庄　　司　　克　　宏
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バナンス」（Economic Governance），「競争力」
（Competitiveness），「主権」（Sovereignty）およ
び「移民」（Immigration）である。
（ ２ ） 「経済ガバナンス」（Economic Governance）
　EUは，ユーロ圏諸国（現在19カ国）と非ユー
ロ圏諸国（現在 9 カ国）という 2 種類の加盟国
で構成されている。非ユーロ圏諸国のうち，イ
ギリスとデンマークはEU基本条約により永続
的なオプトアウトが認められている。他の非
ユーロ圏諸国は，経済的収斂基準を充たすなら
ば，ユーロに参加する義務を負っている。ユー
ロ圏との関係について，キャメロン書簡はこの
ように述べている。
　「それゆえ，私たちは，ユーロ圏諸国が自己の
通貨の長期的将来を確保するためにとる措置の
邪魔をしたいとは思わない。しかし，私たちは，
これらの変化がなされても，単一市場の全一
性，および非ユーロ圏加盟国の正当な利益が確
実に尊重されるようにしたいと思っている。」
　非ユーロ圏諸国の利益のため，キャメロン書
簡は，以下の原則を承認するよう要求してい
る。
・ EU が複数の通貨を有すること（すなわち，
ユーロが将来においてもEUの単一通貨では
ないこと）
・ いかなるビジネスにとっても，自国の通貨に
基づくいかなる差別や不利益も存在しないこ
と
・ 単一市場の全一性が保護されること
・ 銀行同盟の創設のように，ユーロ圏が決定す
るいかなる変化も，非ユーロ圏諸国にとって
は任意であること，義務的なものとはされな
いこと
・ 非ユーロ圏諸国の納税者が，ユーロ圏を 1 つ
の通貨（圏）として支える活動に対して財政
的な責任を負うべきではないこと
・ 金融安定・監督がECBのようなユーロ圏機
関にとって重要な権限領域となっているのと
同様に，イングランド銀行のような国内機関
および非ユーロ圏諸国にとっても金融安定・
監督が重要な権限領域であること
・ すべてのEU加盟国に影響を及ぼすいかなる
問題も，すべての加盟国により議論され，か
つ決定されること
　イギリスは，以上の原則に法的拘束力を与え
ること，かつ，それらが尊重・遵守されるため
のセーフガード・メカニズムを導入することを
要求している 5 ）。
（ 3 ）「競争力」（Competitiveness）
　イギリスは，EUの規制がビジネスにとって
過剰な負担とならないようにするため，規制撤
廃の目標を定めるよう求めるとともに，次の点
を要求している。
　「連合王国はまた，単一市場，通商および規制
削減に関するすべてのさまざまな提案，約束お
よび合意を一括して，欧州連合の競争力および
生産性を高め，すべての者のために成長と雇用
を推進するための明確な長期的コミットメント
にまとめるべきであると信じる 6 ）。」
（ 4 ）「主権」（Sovereignty）
　国家主権に関わる問題について，キャメロン
首相は 3 つの提案を行っている。それは，第 1
に，基本条約に定められている「一層緊密な連
合」（an “ever closer union”）に向かう義務がイ
ギリスに適用されないことを，公式の，法的拘
束力を有する，かつ不可逆的な方法で認めるこ
とである。
　第 2 に，一定数（具体的な数は交渉事項とな
る）の国内議会が望ましくないとみなす立法提
案を廃案にすることができる新たな取り決めを
定めることにより，国内議会の役割を向上させ
ることである。
　第 3 に，補完性原則の徹底である。
　なお，追加点として，司法・内務協力におけ
るイギリスのオプトアウトおよび選択的なオプ
トインの権利，また，国家安全保障は加盟国の
みが責任を負うことについて確認を求めてい
る 7 ）。
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（ 5 ）「移民」（Immigration）
　EU市民の自由移動はEU法上の権利である
が，イギリスは他の加盟国からの移民（以下，
域内移民）を抑制することを望んでいる（域外
移民のコントロールは加盟国の権限に属する）。
そのため，次の 3 点が要求事項とされている。
　第 1 に，将来の新規加盟国に対しては，既存
加盟国と十分に経済的に収斂するまで自由移動
を認めないことを求めている。
　第 2 に，自由移動の濫用を防止することであ
る。これには，（必要ならば条約改正を通じて
EU司法裁判所の判例法を変更することにより）
不正を働く者や（EU市民と非EU市民の間で）
偽装結婚をする者の再入国禁止の厳格化とその
長期化が含まれる。
　第 3 に，イギリスの福祉制度の利用（福祉
ツーリズム）を抑えるため，域内移民がイギリ
スで在職給付（in-work benefits）や公営住宅
（social housing）入居の資格を得るまでに 4 年
間同国に居住し，労働することなどを要求して
いる 8 ）。
2．「経済ガバナンス」とEU法
（ １ ）非ユーロ圏諸国の懸念
　EUの主要な政策決定機関である理事会は政
策分野ごとに開催され，各国の担当閣僚が集ま
るが，その意思決定方法は特定多数決であり，
現在は二重多数決制がとられている。
　ユーロ圏諸国は，単一の金融政策でつながっ
ているため，単一市場においても，たとえば金
融規制や銀行監督などで利害関係を共有して
いる。ユーロ圏は，非公式（正式の決定を下す
ことはできない）ながら閣僚レベルのユーロ・
グループ（ユーロ圏財務相会議）とユーロ圏首
脳会議を定期的および臨時に開催している。ま
た，全加盟国の代表で構成される公式の会合で
ある閣僚レベルの経済財政理事会と欧州理事会
（EU首脳会議）において，ユーロ圏は多数派を
占めている。
　このように，非ユーロ圏諸国は常に少数派と
なる可能性が高いため，単一市場での共通利益
を守ることができる意思決定方法を求めてい
る。イギリスの要求する「経済ガバナンス」と
は，そのことにほかならない。スウェーデンも
同じ意識を共有しており，同国のマグダレー
ナ・アンダーソン財務相は2015年 7 月17日に
次のように語っている。
　「ユーロ圏の統合が一層進むことにより，非
ユーロ圏諸国にとってEU内での立場が弱体
化し，政策形成に対する影響力が低下すると
いうリスクがある。究極的には，このことはま
た，スウェーデンにとって非常に重要なEU単
一市場のデザインにも影響を与えるかもしれな
い 9 ）。」
（ ２ ）二重多数決制（特定多数決）
　リスボン条約（2007 年 12 月署名，2009 年 12
月発効）によるEU基本条約改正の結果，2014
年11月 1 日から国票（各国 1 票）と国別人口票
から成る二重多数決制が導入されている（EU
条約第16条 4 項）。これは，「加盟国数の55％
（15カ国）以上＋EU人口の65％以上」により，
理事会（EU機関の 1 つであり，欧州議会ととも
に立法部を構成する）の決定が成立することを
意味する。国票では大国小国は平等であるが，
人口票では大国が圧倒的に有利となる。ドイツ
をはじめとする大国 3 カ国でEU全人口の35％
を超えるため，国票のブロッキング・マイノ
リティは 4 カ国以上に設定されている。なお，
2017年 3 月31日までは理事会構成員の要請が
あれば従来の三重多数決制（各国持ち票，国数
および人口を勘案した特定多数決）により決定
が行われる（経過規定に関する議定書第 3 条 2
項）。完全に二重多数決制へ移行するのは2017
年 4 月 1 日からとなる 10）。
　二重多数決制をユーロ圏と非ユーロ圏に単純
に当てはめてみると，ユーロ圏19カ国は国票の
55％を超えており，また，人口票でも約67％に
達するため，理論的には常にユーロ圏が投票で
勝つことになる。現在の非ユーロ圏諸国が一致
して投票しても決定成立をブロックすることが
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できない。
（ 3 ）双方多数決制
　非ユーロ圏がEU内の意思決定で不利になっ
ている状況を是正するため，単一市場における
銀行規制の面で工夫が施されている。2011年に
設置された「欧州銀行庁」（EBA）は，個々の銀
行の健全性を確保することを目的として，関連
法令を整合的に解釈適用するために国内監督
機関を支援し，また，金融統合に必要な金融安
定に寄与することを任務としている。その一環
としてEBAは，コミッションが関連立法にお
いてそれを実施する権限を付与されている場
合，「規制的技術基準」や「実施技術基準」と呼
ばれる技術的ルールを起草する。コミッション
は，それらの草案を立法実施措置として採択す
る。つまり，EUの銀行規制のための技術的ルー
ル（単一ルールブックと呼ばれる）の整備を行
う 11）。
　EUには銀行監督のため，ユーロ圏を中心と
する「単一銀行監督機構」（SSM）が導入され，
欧州中央銀行（ECB）に銀行への免許の付与・
取消などの任務について排他的な権限が与えら
れている。「重要」な銀行はECBが直接監督す
る一方，「重要」ではない銀行についてはECB
の規則や指針を通じて国内所轄機関を介した間
接監督が行われる。このようにして，ユーロ圏
は銀行監督の面でも一層緊密な関係を築いてい
る 12）。その一方で，EBAの政策決定機関である
「監督者理事会」において，ユーロ圏が常に多数
派として銀行規制を進めるのではないかと危惧
された。
　その結果，銀行規制面で非ユーロ圏の利益を
守るため，「双方多数決制」が導入されている。
これには，特定・双方単純多数決と双方単純多
数決がある。前者は，EBA監督者理事会が特定
多数決により決定する場合であり，SSM参加
国（ユーロ圏諸国）と不参加国（非ユーロ圏諸
国）の各々で単純多数決成立票数が確保されな
ければならないことを意味する。また，後者は，
EBA監督者理事会が一定事項において単純多
数決により決定する場合，SSM参加国と不参加
国の双方で過半数が確保されなければならない
ことを意味する。ただし，SSM不参加国が 4 カ
国以下の時点より，不参加国 1 カ国以上を含む
単純多数決となる。このようにして，単一市場
の一体性を確保するために非ユーロ圏諸国の立
場が優遇されている 13）。以上の点について，表
1 を参照されたい。
（ 4 ）双方多数決制と条約改正
　双方多数決制は，銀行規制において非ユーロ
圏の利益を守るためにEU立法により設立され
た補助機関において導入された政策決定方式の
一例であるが，これをEU基本条約上の機関で
ある理事会において正式に使用するためには条
表1　欧州銀行庁（EBA）における政策決定方式
事項 政策決定方式
技術的基準
指針，勧告
財政規定
金融活動の禁止又は制限の決定の見直し
特定多数決 ＋ 双方単純多数決 *
* SSM 参加国と不参加国の双方で過半数があること
法令違反 双方単純多数決
国境を越える状況での関係所轄機関の不
一致を解決すること
ただし，SSM 不参加国が 4 カ国以下の時点より，不参加国 1 カ国以上を含む
単純多数決
危機管理 双方単純多数決
その他 単純多数決
（Stijn Verhelst, “The Single Supervisory Mechanism: A Sound first step in Europe’s Banking Union?”, Working Paper, 
European Affairs Programme, March 2013 , p. 23 に依拠して筆者作成）
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約改正が必要となる。なお，EU基本条約とは，
本稿ではEU条約およびEU機能条約を総称し
て使用されている。
3．「競争力」とEU法
（ １ ）単一市場
　イギリスにとって最も重要なEUの政策分野
は，単一市場である。それには，イギリスが重
視する金融サービスも含まれる。単一市場は，
EUに加盟する28カ国が 1 つの市場を形成し，
貿易障壁が撤廃されること意味する。
　単一市場とは「域内市場」とも呼ばれ，EUの
憲法に当たる基本条約には，「域内市場は，物，
人，サービス及び資本の自由移動が［EU基本条
約］の規定に従い確保される，内部に国境のな
い領域を構成する 14）」と定められている。つま
り，EU各国の国境障壁の撤廃と関連法令の調
和によって市場統合を行うことを意味する。イ
ギリスが求める「競争力」とは，端的に言えば，
規制撤廃である 15）。
　単一市場は欧州統合の出発点とも言える経済
プロジェクトであり，EUの歴代コミッション
も単一市場の発展・改革に努力してきた。この
点でEUとイギリスとの間に齟齬はないと言え
る。現在，コミッションは，デジタル単一市場
や「エネルギー同盟」（供給確保，障壁撤廃，気
候変動対策など）を政策優先項目に入れており，
また，サービス分野の障壁撤廃も重視してい
る。
　2015年10月19日，キャメロン首相はイギリ
ス下院で，自国にとっての単一市場の重要性に
ついて次のように発言している。
　「［イギリスがEUから］脱退することを願う
人々は，［イギリスがEUから脱退した場合］単
一市場へのアクセスおよび単一市場に関する交
渉能力に関して，どのような保障を得ることが
できるのかという質問に答えなければならな
い 16）。」
　しかし，EUの考え方は障壁撤廃や自由化だ
けにあるのではない。EU基本条約は，域内市場
との関係で次のような目的を設定している。
　「連合は，域内市場を設立する。連合は，均衡
の取れた経済成長及び物価の安定に基づく欧州
の持続可能な成長，完全雇用及び社会的進歩を
目標とする，高度の競争力を伴う社会的市場経
済並びに環境の質の高水準の保護及び改善のた
めに活動する。連合は，科学的及び技術的進歩
を促進する。
　連合は，社会的排除及び差別と闘い，また，
社会的正義及び保護，女性と男性の間の平等，
世代間の連帯並びに児童の権利の保護を促進す
る。
　連合は，経済的，社会的及び領域的結束並び
に加盟国間の連帯を促進する。
　連合は，その豊かな文化的及び言語的多様性
を尊重し，また，欧州の文化的遺産の保護及び
発展に留意する 17）。」
　この条文に示されているように，域内市場は
EUの基盤である一方で，社会的市場経済やさ
まざまな非経済的価値と並列する存在となって
いる。そのため，域内市場を経済的な目標のみ
で自己完結する存在として見るのではなく，社
会政策，消費者保護，環境政策，平等など，EU
の他の非経済的目標・活動と調和して機能する
市場として捉える必要がある。すなわち，域内
市場は単に経済的な「市場」にとどまらず，社会
の営み全体を包含する「領域」となっている 18）。
　しかし，イギリスの考え方はあくまで域内市
場を経済的効率性の観点から捉える立場であ
り，EUのような考え方は過剰な規制や非効率
的な官僚主義をもたらすとみなしている。EU
もイギリスも単一市場を重視しているが，それ
が意味するところは両者の間で大きな違いが存
在する。
（ ２ ）通商（自由貿易協定）
　コミッションで通商担当委員を務めるセシリ
ア・マルムストローム（Cecilia Malmström）は，
2015年10月の「すべての人のための貿易─一層
責任ある貿易および投資政策に向けて」（Trade 
for All: European Commission presents new 
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trade and investment strategy）と題する政策
文書の前文において，次のように述べている。
　「一番の優先順位は，依然として現在進行中
のプロジェクトにある。欧州はWTO［世界貿易
機関］を再活性化させ，TTIP［米EU間の環大
西洋貿易投資パートナーシップ］，日本との自
由貿易協定および中国との投資協定を締結する
よう努めなければならない 19）。」
　現在，TTIPおよび日EU経済連携協定の交
渉がそれぞれ行われている。日米をはじめとす
る環太平洋パートナーシップ協定（TPP協定）
が大筋合意されたので，それらの 2 つの交渉も
加速するものと思われる。
　コミッションの政策文書ではまた，メルコ
スールすなわち「南アメリカ南部共同市場」（ブ
ラジル・アルゼンチン・ウルグアイ・パラグアイ・
ベネズエラの 5 カ国で構成する共同市場，ボリ
ビアが加盟議定書に署名済みで批准発効待ち）
についても，野心的な自由貿易の交渉を継続す
る意向が示されている。以上のように，単一市
場および自由貿易協定について，細部はともか
くとして，EUはすでにイギリスが望むような
政策を追求していることがわかる。
4．「主権」とEU法
（ １ ）EU法の加盟国法に対する優越性
　EU 法の国内法に対する優越性の原則は，
判例法として EU 司法裁判所により Costa v 
ENEL事件（1964年）において確立された。そ
こでは次のように判示されている。
　「通常の国際条約とは異なり，EEC条約は，
効力発生時に加盟国の法制度に組み込まれ，か
つ，加盟国裁判所が適用しなければならない固
有の法秩序を創設した。
　実際に，固有の諸機関，人格，法的能力，国際
的代表能力及び，一層顕著な点として，管轄権
の制限すなわち諸国家が自己の権限を共同体に
委譲することに由来する実在の権限を付与され
た，期間に定めのない共同体を創設することに
より，国家は限られた分野においてではあるが
自己の主権的権利を制限し，かつ，そのように
して国民及び国家自体に適用可能な法体系を創
設したのである。
　共同体の法源に由来する規定を各加盟国法
に組み入れることにより，また，より一般的に
は条約の文言及び精神に基づき，当然の帰結と
して，諸国家が相互主義に基づき受け容れた法
秩序よりも一方的かつ事後の措置を優越させ
ることは不可能となる。このような措置はそれ
ゆえ，その法秩序に対抗することはできない。
……
　これらの要素の全体から，条約に由来する法
は，自律的な法源から生じており，その特別の
独創的な性質のゆえに，いかなる国内の法文で
あれ，それに裁判上対抗することができないと
すれば，共同体の性格を失われ，かつ，共同体
そのものの法的基礎が疑問視されることになろ
う。
　国家が国内法秩序から共同体法秩序のために
条約規定に相応する権利義務を委譲したこと
は，それゆえ，主権的権利の最終的な制限をも
たらすのであり，それに対して共同体の概念と
相容れない事後の一方的行為を優先させること
はできない 20）。」（EEC条約および共同体設立条
約はEU基本条約に，共同体は欧州連合に，読
み替える。なお，仏語版から邦訳した。）
　以上の判決文において，EU法秩序の性格と
して，EU法と国内法がともに同一の市民に適
用される 2 つの補完的な法体系で構成されるシ
ステムであるとみなされており，また，EU法が
国内法に優越する根拠として，EU法の自律性
と特別な性格という構造的理由（EU法が国家
主権の制限を伴う固有の法制度を形成している
こと），優越性は加盟国が共通利益のために実
効的に機能する法システムとしてEUを設立し
たという機能的理由などが提示されている 21）。
　他方，EU法の国内法に対する優越性を定め
る基本条約規定は存在しない。欧州憲法条約
（2004年10月29日署名）の第Ⅰ─ 6 条には，「本
憲法および連合に付与された権限の行使の際に
連合諸機関により採択された法は，加盟国の法
イギリス????とEU????-??????-
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に対して優越性を有する」と規定されていた。
しかし，欧州憲法条約は未発効に終わり，第
Ⅰ─ 6 条に当たる規定はリスボン条約で削除さ
れた。その代わりに，リスボン条約を採択した
政府間会議の最終議定書に「優越性に関する宣
言第17号」が附属された（宣言は法的拘束力を
有しない 22））。そこには次のように述べられて
いる。
　「［政府間］会議は，欧州連合司法裁判所の確
立された判例法に従い，［EU条約，EU機能］条
約及び両条約に基づき連合により採択された
法が，上述の判例法により定められた条件の下
で，加盟国の法に対して優越性を有することを
想起する。
　さらに会議は，［文書番号］11197/07（JUR 
260）にあるEC法の優越性に関する理事会法務
部見解を本最終議定書に附属書として付属させ
ることを決定した。
　｢2007年 6 月22日付理事会法務部見解
　 　共同体法の優越性が同法の基本原則である
ということは，司法裁判所の判例法に由来す
る。同裁判所によれば，この原則は欧州共同
体の特別な性格に固有のものである。この確
立された判例法における最初の判決（Costa/
ENEL, 15 July 1964, Case 6/64（ 1 ））の時点で，
［共同体］条約に優越性は言及されていなかっ
た。それは今日でも依然として同じままであ
る。優越性の原則が将来の条約に含まれない
としても同原則の存在及び司法裁判所の既存
の判例法に何ら変更をきたさない。」
　 （1） 「･･･［基本］条約に由来する法は独立の法源であ
り，その特別かつ独創的な性格のゆえに，国内法規定
がどのように構成されるとしても優越するならば，共
同体法としての性格は失われ，また，共同体自体の法
的基礎が疑問視されることになる。｣」（EC法およ
び共同体法は欧州連合法に，欧州共同体は欧
州連合に，読み替える。なお，英語版から邦
訳した。）
　この宣言は，EU基本条約およびそれに基づ
くEU立法が「加盟国の法」に対して優越するこ
とを確認している。また，優越性が不文原則の
ままであるとしてもEU司法裁判所の判例法に
何ら変更をきたさないとするEU理事会法務部
見解が同宣言に附属されている。しかし，「加盟
国の法」が憲法を含むかどうかについては依然
として曖昧なままにされている。
　これに対し，EU司法裁判所は，EEC（当時）
の「規則」とドイツ憲法との効力関係が争点と
なったInternationale Handelsgesellschaft事件
（1970年）において次のように述べている。
　「共同体諸機関により採択された措置の効力
を判断するために国内法上の法規又は法概念に
依拠するならば，共同体法の統一性及び実効性
を損なう効果が生じる。そのような措置の効力
は，共同体法に照らしてのみ判断することがで
きる。事実，［EEC］条約に由来する法は独立の
法源を成しており，まさにその性質のゆえに，
どのように構成されようとも国内法規則により
覆されるならば共同体法としての性格は奪わ
れ，かつ，共同体自体の法的基礎が疑問視され
ることは必定である。それゆえ，共同体措置の
効力又は加盟国における効果は，それが当該国
の憲法に規定されている基本権又は国内憲法構
造上の原則に反するという主張によって影響を
受けることはない 23）。」（共同体は欧州連合に，
［EEC］条約はEU基本条約に，読み替える。）
　このように，基本条約規定のみならず，それ
に基づいて制定された派生法（「規則」，「指令」，
「決定」など）であっても，いかなる国内法すな
わち加盟国憲法に対してさえ優越するとされて
いる。EU法の国内法に対する優越性は，EU法
の適用分野においてそれが及ぶ実体的範囲の点
で絶対的である。とくにこの点に着目して，EU
法が国内法に対して絶対的優越性を有すると形
容されることがある 24）。
　しかし，EU法の優越性が必ずしも絶対的で
はないことは，リスボン条約により導入された
「国民的一体性」（National Identities）条項に示
されている。EU条約第 4 条 2 項には次のよう
に規定されている。
　「連合は，両条約の前における加盟国の平等，
並びに，地域及び地方の自治を含む政治的及び
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憲法的な基本構造に固有の加盟国の国民的一体
性を尊重する。連合は，国家の本質的機能，特
に国家の領土保全を守り，公の秩序を維持し，
及び国家安全保障を確保するという機能を尊重
する。特に国家安全保障は各加盟国のみにかか
る責任としてとどまる。」
　このように，EUは「憲法的な基本構造に固有
の加盟国の国民的一体性［national identities］
を尊重する」ことをEU条約第 4 条 2 項により
義務づけられている（国民的一体性条項）。すな
わち，各国憲法上の国民的一体性が関わる場合
には，EU法の絶対的優越性は修正されること
になる 25）。
（ ２ ）一層緊密化する連合からの適用除外
　EU機能条約（最初は1957年 3 月署名，1958
年 1 月発効のEEC条約すなわちローマ条約と
して制定された）の前文冒頭には，「欧州諸民の
間に一層緊密化する連合の基礎を据えることを
決定した」ことが謳われている。また，EU条約
前文第13段では「欧州諸民の間に一層緊密化す
る連合を創設するプロセスを継続することを決
意した」と述べられている。さらに，EU条約本
文の第 1 条 2 段において「本条約は…欧州諸民
の間に一層緊密化する連合を創設するプロセス
において新たな段階を画する」と規定されてい
る。
　イギリスが「一層緊密化する連合」からの適
用除外を受けることは，同国にとって，国家主
権を維持するという象徴的な意義を持つものと
言える。この要求は，たとえばEU基本条約に
附属する特別議定書のような形で認められる可
能性がある。
　2014年 6 月欧州理事会（EU首脳会議）の結
論文書には，「一層緊密化する連合」に関して，
次のように述べられている。
　「イギリスは，EUの将来の発展に関していく
つかの懸念を提起した。これらの懸念に取り組
む必要がある。
　この関係で欧州理事会は，一層緊密化する連
合という概念がさまざまな国々にとって異なる
道筋を念頭に置いており，統合を深化させるこ
とを望む諸国が前進するのを認める一方，これ
以上深化を望まない諸国の希望を尊重するもの
であることに留意する 26）。」
　このことから，イギリスの要求はEU首脳レ
ベルですでに容認されているように思われる。
しかし，ドイツ選出（キリスト教民主党所属）
の有力な欧州議会議員であるマンフレート・
ヴェーバー（Manfred Weber）は，次のように
語って，イギリスを牽制している。
　「この背後にある論理は，かりに私がこの一
層緊密な連合というアプローチから抜けたいと
主張するのであれば，私は他の人々が一層緊密
化する連合を望むのを将来ブロックする権利を
持つことができないということである。
　もしイギリスが一層緊密化する連合から抜け
ることを議定書にすることを主張するのであれ
ば，欧州の他の諸国はその合意の中に，イギリ
スが将来どの分野においても拒否権を行使しな
いと書いてもかまわないだろう 27）。」
　すなわち，ヴェーバー議員によれば，イギリ
スは，「一層緊密化する連合」から適用除外され
たいのであれば，EUが統合を進めるための政
策決定に対する拒否権を放棄する必要があると
いうことになる。
（ 3 ）国内議会の役割強化
　EU条約およびEU機能条約に附属された「補
完性及び比例性原則の適用に関する議定書第 2
号」（補完性議定書）および「欧州連合における
国内議会の役割に関する議定書第 1 号」（国内
議会議定書））に基づき，国内議会は「補完性監
視手続」により（コミッションが起草する）EU
立法提案が補完性原則に反していないかどうか
を監視する任務を公式に付与されている 28）。補
完性監視手続には，「イエローカード」と（レッ
ドカードまで行かないという意味で）「オレン
ジカード」の 2 種類の手続が存在する。
　イエローカードの手続は次のとおりである。
イ 　コミッションは「立法行為」（legislative 
acts）提案（以下，立法提案）を理事会および
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欧州議会に送付するのと同時に国内議会にも
送付しなければならない。
ロ 　国内議会（二院制の場合は上下両院）は，立
法提案が補完性原則に適合していないと考え
る場合，立法提案の送付から 8 週間以内に理
由付意見を，欧州議会議長，理事会議長およ
びコミッション委員長に送付することができ
る。
ハ 　そのような意見が各国議会総票数（一院制
議会の場合は 2 票，また，二院制議会の場合
は上下両院が各 1 票を有する）の合計の少な
くとも 3 分の 1（警察・刑事司法協力および
自由・安全・司法領域分野の行政協力に関す
る立法提案の場合は少なくとも 4 分の 1）に
達する場合，コミッションは当該立法提案の
再検討を行わなければならない。ただし，コ
ミッションは，当該提案について維持，修正
または撤回のいずれかを選択する裁量権を有
する。コミッションは当該立法提案を維持す
ると決定する場合，理由を示さなければなら
ない。
　さらに，オレンジカードの手続が，通常立法
手続（EU機能条約第294条）の場合に行われる。
次のとおりである。
イ 　補完性原則違反の意見が上記総票数の少な
くとも過半数に達する場合，コミッションは
当該立法提案の再検討を行わなければならな
い。ただし，コミッションは，当該立法提案
について維持，修正または撤回のいずれかを
選択する裁量権を有する。
ロ 　コミッションは，当該立法提案の維持を選
択する場合，なぜ当該提案が補完性原則に適
合していると考えるかについて，自らの理由
付意見の中で正当化しなければならない。コ
ミッションおよび国内議会の各理由付意見は
EU立法者（理事会および欧州議会）に提出さ
れる。
ハ 　理事会および欧州議会は第 1 読会を終える
前に，それらの意見を考慮に入れて，当該立
法提案が補完性原則に適合しているかどうか
を検討する。
ニ 　理事会構成員の55％の多数または欧州議
会の投票数の過半数により，当該立法提案が
補完性原則に適合していないとの見解に達す
る場合，当該立法提案は廃案とされる。
　以上の 2 つの手続において，国内議会は補
完性原則に基づく一定数の異議申立により，コ
ミッションに対して立法提案の見直しを求め
ることが可能であるが，廃案にすることはでき
ない。オレンジカード手続において廃案にす
るのが可能なのは，理事会または欧州議会であ
る 29）。
　しかし，キャメロン書簡が要求しているの
は，一定数の国内議会が望ましくないとみなす
ならば，それだけで立法提案を廃案にすること
ができるような「レッドカード」手続を導入す
ることである。つまり，国内議会にコミッショ
ン法案に対する拒否権を付与することになる。
EU立法の審査基準を補完性原則に限定するの
か否か，また，どの程度の数の国内議会が異議
申立を行うことが必要なのかなどは，今後の交
渉次第ということになる。正式に実現するため
には，いずれにせよ，条約改正が必要である。
しかし，全加盟国の同意をとりつけることは難
しいように思われる 30）。
5．「移民」とEU法
（ １ ）EU法上の労働者の自由移動
　EU機能条約第45条 1 項によれば，「労働者
の自由移動は，連合内において確保される」。ま
た，EU機能条約第18条前段には次のように規
定されている。
　「両条約［筆者注：EU条約及びEU機能条約］
の適用の範囲内において，かつそれに含まれる
特別規定を損なうことなく，国籍に基づく差別
はすべて禁止される。」
　司法裁判所によれば，この規定は，移動先の
加盟国の国民との「完全な平等待遇」を受ける
ことを意味する 31）。
　他方，自由移動規定には，明文の適用除外事
由として「公の秩序，公共の安全及び公衆衛生」
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が規定されている（EU機能条約第45条 3 段）。
また，国籍に基づく差別がなければ，その他の
正当化事由が判例法上認められる場合もある。
なお，明文の排除ルールとして，「公務員の雇
用」が，自由移動規定の範囲から除外されてい
るが（EU機能条約第45条 4 項），EU司法裁判
所により厳格に解釈されている 32）。
　EU司法裁判所によれば，まず，「雇用関係の
本質的特徴は…人が一定期間，他人のため及び
他人の指揮の下に役務を遂行し，その見返りに
報酬を受け取るということである」33）。次に，判
例法に基づくならば，以下のような場合は「労
働者」に該当する 34）。第 1 に「現実かつ実質的
な経済活動」であることである 35）。これに当た
らない場合として，麻薬常用者社会復帰プロ
グラムの一部として政府から提供される有給
の活動がある 36）。第 2 に「まったく副次的かつ
付随的なほどわずかなものではない」ことであ
る 37）。しかし，最低生活水準以下の所得しかな
いパートタイム就労者が居住先加盟国から公的
扶助を受けている場合でも，「労働者」とみなさ
れる 38）。
　また，求職者も，条件付きながら，「労働者」
に含まれる 39）。求職者は，加盟国により期間に
差はあるが，他の加盟国に少なくとも 3 カ月間
（その間は同国で生活扶助を受けることはでき
ない），滞在することができる 40）。ただし，求職
活動を続けており，かつ就職の見込みが実際に
あるという証拠を提出できるならば，滞在先の
加盟国から退去強制を受けることはない 41）。
　労働者であることに伴う権利は，第 1 にEU
機能条約第 45 条 2，3 項に規定されるととも
に，第 2 に第46 ～ 48条に基づくEU立法（派生
法）に定められている。主な関連立法は次のと
おりである 42）。イ「市民権利指令」2004/3843）で
ある。これには，労働者を含む経済活動の有無
にかかわらず，国境を越えて移動するEU市民
の権利および家族（第三国国籍を含む）の派生
的権利として，出入国の権利，居住の権利，永
住権が定められている 44）。ロ「EU内労働者自
由移動規則」492/201145）である。これは，労働
者および家族の自由移動を促進し，受入加盟国
の社会への統合を確保することを目的とし，雇
用アクセスにおける差別禁止および雇用後の平
等待遇が規定されている 46）。たとえば，移住労
働者は国内労働者と同一の社会的および税制上
の優遇措置を受ける（第 7 条 2 項）。優遇措置
とは「雇用契約に結び付いているか否かを問わ
ず，主として労働者としての客観的地位のゆえ
に又は単に当該国内領域に居住しているという
事実により国民労働者に一般的に付与されてお
り，かつ，それゆえに他の加盟国の国民たる労
働者にそれを拡張することが［EU］内における
移動を助長するのに適切と思われるすべての優
遇措置」をいう 47）。ハ「社会保障制度調整規則」
883/200448）である 49）。これは，移住労働者が十
分な水準の社会的保護を受け，他の加盟国へ移
動する際に社会保障給付の資格を失うことがな
いよう保障するために制定されている 50）。
（ ２ ）労働者の自由移動の原則に反するか否か
　当初，人の自由移動の権利を濫用する「福祉
ツーリズム」の問題は，EU基本条約の改正では
なく，EU立法改正による解決が可能であると
思われていた。コミッションはすでに「労働移
動パッケージ」という形で法案を準備している
ところである。また，EU司法裁判所も，現行法
の解釈として，加盟国は他の加盟国国民が 3 カ
月未満の滞在者である場合，一定の（個人負担
のない）非拠出型の現金給付を拒否することが
できること 51），また，加盟国は他の加盟国国民
が求職中の失業者である場合に一定の非拠出型
の社会給付を拒否することができること 52）を
認めている。このようにして，福祉ツーリズム
を抑制する判決を下されている 53）。さらに，ド
イツをはじめとする加盟国も，人の自由移動の
原則を曲げない限り，この問題の解決には賛同
しているため，政治的に紛糾することもないと
考えられていた。
　しかし，キャメロン書簡で明らかになった
のは，イギリスの福祉制度の利用を抑えるた
め，域内移民がイギリスで在職給付（in-work 
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benefits）や公営住宅（social housing）入居の資
格を得るまでに 4 年間同国に居住し，労働する
ことという要求である。これは，イギリス国民
と域内移民を差別的に扱うものであり，基本条
約に反するため，人（労働者）の自由移動に直接
関わる問題である。
6．結語
　キャメロン首相は，2016年 6 月頃にイギリス
のEU脱退の可否を問う国民投票を実施すると
報道されているが，時期については正式には公
表されていない。しかし，イギリスのEU改革
要求がはじめて正式に話し合われたのは，2015
年 12 月 17，18 日に開催される欧州理事会で
あったことを考えると，交渉の時間は非常に少
ないように思われる。合意のタイムリミットは
2016年 2 月に開催予定の欧州理事会に設定さ
れている。
　とくに，イギリスの要求を正式に受け容れる
にはEU基本条約の改正を伴うことがほぼ確実
であると思われるが，条約改正には通常，起草
会議（加盟国議会，加盟国首脳，欧州議会およ
びコミッションの各代表で構成される）による
草案作成（改正幅が小さい場合は省略可能），政
府間会議における全加盟国代表の全会一致によ
る合意を経て，改正条約への署名と全加盟国に
よる批准という手続を踏むため 54），ときには数
年かかる場合もある。このため，EU首脳が大筋
合意した内容を首脳宣言のような形で採択する
こと，イギリスはそれを国民に示して判断を求
めること，EU残留が決まれば大筋合意に基づ
く条約改正作業が正式に開始されることなどが
手順として予想される。
　なお，イギリスは，EU基本条約の改正がEU
の権限増大を伴う場合，国内批准には原則とし
て国民投票を行うこととされている 55）。しか
し，想定される条約改正は，イギリス，非ユー
ロ圏諸国または全加盟国にとってEU権限の増
大というよりはむしろその制限を意味するた
め，この条約改正については国民投票が実施さ
れることはないように思われる。ただし，イギ
リスの要求以外の事項が改正に入り，かつ，そ
れがEU権限の増大をイギリスにとっても意味
する場合には，イギリスの批准には国民投票が
必要とされる。しかし，EU権限の増大がイギリ
スを除外する取り決めであるならば，それは必
要ではないと考えられる。
【付　記】
 辰巳浅嗣先生には，EU研究および日本EU学会の運
営において，多大なご指導を賜りました。心より感謝
申し上げます。
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